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泊発電所３号機再稼働後の
電気料⾦の値下げ⾒通しについて
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■はじめに
• 当社は、泊発電所の再稼働に向けた取り組みを進めています。
本年7⽉30⽇には、泊発電所3号機の原⼦炉設置変更許可をいただき、再稼働に
向けた⼤きな節⽬を迎えました。

• 当社は、泊発電所の再稼働後には電気料⾦を値下げすることをお約束しており、
この度、⼀定の前提を設定し、泊発電所3号機の再稼働後の電気料⾦の値下げ
⾒通しを取りまとめましたので、お知らせします。

• 泊発電所３号機の再稼働に伴う費⽤の低減効果を反映したうえで、今後の物価や
⾦利の上昇による影響を緩和するためにカイゼン活動やDX推進等の経営効率化
のさらなる深掘りによる費⽤の削減効果を最⼤限織り込んだ結果、
規制料⾦では、ご家庭向け電気料⾦で１１％程度の値下げ、⾃由料⾦全体では、
平均７％（低圧⾃由料⾦︓平均１１％、⾼圧・特別⾼圧料⾦︓平均６％）程度の
値下げとなる⾒通しです。

• エネルギー資源に乏しい⽇本において「S＋3E」の観点を踏まえた泊発電所の
必要性について、道⺠の皆さまにご理解をいただけるよう、安全対策の取り組み
に加え、今回お⽰しした電気料⾦の値下げ⽔準についても説明を尽くしていく
とともに、早期再稼働に向け総⼒を挙げて取り組んでまいります。
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現 在 値下げ後 現 在 値下げ後

■（参考）電気料⾦値下げ⾒通し⽔準（イメージ）

規制料⾦
（ご家庭向け電気料⾦※）

⾃由料⾦（平均）
（低圧⾃由料⾦※・⾼圧・特別⾼圧料⾦）

▲11％程度 ▲7％程度

(円/kWh)
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※従量電灯Bのモデルによる試算 ※エネとくポイントプラン、スマート電化プラン等

低圧⾃由（平均） ︓▲１１％程度
⾼圧・特別⾼圧(平均) ︓▲ ６％程度

⾃由料⾦のうち⾼圧・特別⾼圧料⾦については、
卸電⼒市場価格の低下が既に燃料費等調整額
として電気料⾦に反映されていることなどから、
規制料⾦・低圧⾃由料⾦に⽐べて値下げ幅が
⼩さくなっています。



■電気料⾦値下げ⾒通しの概要
• 泊発電所3号機の再稼働により、防潮堤等の安全対策費や定期検査費⽤等は増加しますが、
再稼働に伴う燃料費等の減少がそれを上回ることで、▲600億円程度/年の費⽤の低減効果
が⽣じます。

• また、物価・⾦利上昇による影響として＋300億円程度/年の費⽤増は⾒込まれますが、
カイゼン活動やDX推進等の経営効率化のさらなる深掘りとして▲200億円程度/年
を反映することで影響を緩和しています。

• 以上の結果、今回の料⾦値下げは▲500億円程度/年を反映しています。
泊発電所3号機の再稼働

▲600億円程度/年

現在
の

料⾦⽔準
値下げ後

の
料⾦⽔準

経営効率化
の深掘り物価・⾦利

上昇の影響

再稼働に伴う
燃料費等
の減少

安全対策費や
定期検査費⽤

等の増加

＜現在の料⾦⽔準＞

▲500億円程度/年
規制料⾦※:▲11％程度
⾃由料⾦ :▲ 7％程度

＋300億円程度/年 ▲200億円程度/年

防潮堤等の安全対策
に係る建設⼯事費は
⻑期間にわたり分割さ
れるため、電気料⾦値
下げへの影響は⼩さく
なっています。

物価が上昇することで、修繕費や諸経費など費⽤全般が増加します。
また、⾦利が上昇することで、社債発⾏や⾦融機関からの資⾦調達に
伴う利息負担が増加します。

経営効率化の深掘りに
ついては、6スライドに
詳細を記載しています。

原⼦⼒の発電単価は⽕⼒発電に⽐べて安価
なため、燃料費等の減少効果が⽣じます。

※ご家庭向け電気料⾦
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• 今回の電気料⾦値下げ試算における主な前提条件は、以下のとおりです。
• 今後の状況変化により、前提条件に変動が⽣じた場合は、電気料⾦値下げ幅も変動します。

前提条件が変動した場合の
電気料⾦値下げ幅の変動

前提条件項 ⽬
前提条件が

減少・低下の場合
前提条件が

増加・上昇の場合

値下げ幅は縮⼩値下げ幅は拡⼤270億kWh/年
（2024年度︓227億kWh）

⼩売販売電⼒量

値下げ幅は縮⼩
（料⾦⽔準は低下）※

値下げ幅は拡⼤
（料⾦⽔準は上昇）※

為替レート︓145円/＄程度
原油価格︓70＄/bl 程度

燃料価格

値下げ幅は拡⼤値下げ幅は縮⼩
物価︓毎年2.0％上昇

⻑期⾦利︓2.0％
物価 ・ ⾦利

■（参考）主な前提条件
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※ 燃料価格が変動した場合は、燃料費等調整制度により、料⾦値下げ前の料⾦⽔準が変動します。
※ このため、燃料価格が上昇した場合、値下げ幅は拡⼤しますが、値下げ前の料⾦⽔準上昇の影響が⼤きいため、値下げ後の料⾦⽔準は上昇します。
※ また、燃料価格が低下した場合、値下げ幅は縮⼩しますが、値下げ前の料⾦⽔準低下の影響が⼤きいため、値下げ後の料⾦⽔準は低下します。



現⾏料⾦
（2023年6⽉）
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今後の
主な取り組み

▲750億円
程度/年

料⾦値下げ
（今回試算）

■（参考）経営効率化の深掘り
• 当社は現在、経営効率化の取り組みを進めており、現⾏料⾦の認可申請時の料⾦原価
への織り込み（▲648億円/年）と国の審査等に基づく査定分（▲105億円/年）を
合わせた計▲750億円程度/年の⽬標額をほぼ達成しています。

• 今回の電気料⾦値下げ試算においては、上記の取り組みを着実に進めたうえで、
カイゼン活動やDX推進等での追加の取り組みにより、経営効率化のさらなる深掘り
として、▲200億円程度/年を反映しており、今後、確実な達成を⽬指してまいります。

【経営効率化計画と今後の深掘りイメージ】

• 全社的なカイゼン活動の推進強化による⽣産性や付加価値の向上（⽣産性4倍増）
• カイゼン活動を通じた発電所の定期検査周期の延伸・定期検査費⽤の低減
• DXを活⽤した発電所の運⽤・保守⾼度化（遠隔監視、⾃動巡視点検ロボット等）
• ⽣成AIを活⽤した抜本的な業務⾒直し など

（単位︓億円/年、億円）

▲200億円
程度/年

実績
(2024)

経営効率化計画
（現⾏料⾦︓3ヶ年平均）取組内容項 ⽬

合計査定分認可申請

1010－10・業務効率化による⽣産性向上⼈件費

429415－415・発電所の定期検査等期間短縮
・燃料調達の⼯夫燃料費等

414104・新⼯法の導⼊等による⼯事費の低減設備投資
関連費⽤

13514738109・資機材調達コストの低減
・⼯事内容・⼯法、⼯事実施時期の⾒直し修繕費

16416757110・資機材調達コストの低減
・販売業務プロセスの⾒直し諸経費等

744753105648合 計さらなる
深掘り

認可申請▲648
＋

査定分▲105



■ご家庭向け電気料⾦の⾒通し（モデル試算）
• 泊発電所3号機再稼働後のご家庭向け電気料⾦（規制料⾦の平均的なモデル試算）は、
⽉間1,000円程度（11％程度）、年間12,000円程度の値下げとなる⾒通しです。

（試算条件および注意事項）
• ［算定モデル］従量電灯B、30A、230kWh/⽉。
• 現在の電気料⾦には2025年11⽉分の電気料⾦に適⽤する燃料費等調整額を含みます。
• 2025年10⽉1⽇からの託送料⾦⾒直しに伴う電気料⾦の⾒直し内容（影響額︓+124円/⽉）を反映しています。
• 再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦（915円）は、2025年の再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦単価（3.98円/kWh）に

使⽤電⼒量230kWhを乗じて算定しています。 7
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︓再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦

︓本体料⾦（基本料⾦＋電⼒量料⾦、税抜）
︓消費税等相当額

7,655

915

765

9,335

8,420

現在の電気料⾦
（2025年11⽉分）

泊発電所3号機
再稼働後

7,400程度

8,300程度

⽉間1,000円程度
（11％程度）の値下げ

915

6,730程度

670程度

円/⽉



3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

■（参考）ご家庭向け電気料⾦の推移（モデル試算）

915
670程度

6,730程度
1.2倍
程度

8,300程度

0
円/⽉

︓再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦等

︓本体料⾦（基本料⾦＋電⼒量料⾦、税抜）
︓消費税等相当額

［算定モデル］
従量電灯B、30A、230kWh/⽉

• 泊発電所3号機の再稼働後は、2013年9⽉の料⾦値上げの前の⽔準に⽐べると、
消費税率や再エネ賦課⾦単価等の上昇を除いた本体料⾦では、物価や⾦利、燃料価格⾼
による影響を受ける中においても、継続的な経営効率化の取り組みの成果を最⼤限に
反映することで1.2倍程度に留まる⾒通しです。また今後は、1・2号機の再稼働後に
ついても料⾦値下げを実施することにより、さらに低廉な電⼒供給に努めてまいります。

• なお、3号機の再稼働後は、2023年6⽉に⽐べると、再稼働に伴う費⽤の低減効果や
燃料価格の低下に加え、経営効率化の最⼤限の反映等で▲25.7％低下する⾒通しです。

84
277

5,538
7,335

734
322

9,059

906
322

燃料価格

再エネ賦課⾦単価等
消費税率

7,655

765
915

泊全基停⽌に伴う
2013年9⽉の料⾦値上げ前

2023年6⽉の料⾦改定
値上げ前 値上げ後

現在の電気料⾦
（2025年11⽉分）

泊発電所3号機
再稼働後

9,335
10,287

8,391

5,899

1.38倍
1.64倍

1.32倍
1.00倍

燃料価格の
⾼騰に伴う

値上げ

燃料価格の
低下により
ほぼ値上げ
前の⽔準
まで低下

泊発電所
3号機の
再稼働
に伴う
値下げ

規制料⾦
平均

+23.22％

泊発電所
全基停⽌

に伴う
値上げ

3.98円/kWh1.40円/kWh0.37円/kWh
10％10％5％

原油 65,399円/kl
LNG  85,025円/t
⽯炭 17,317円/t

原油 82,572円/kl
LNG  132,509円/t
⽯炭 53,189円/t

原油 61,612円/kl
LNG  73,522円/t
⽯炭 10,439円/t

▲25.7％
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• 毎⽉の電気料⾦は、基本料⾦、電⼒量料⾦、再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦により
算定いたします。

• 基本料⾦は、契約電流（アンペア）または契約電⼒（キロワット）によって決まります。
• 電⼒量料⾦は、使⽤電⼒量にもとづいて算定し、燃料費等調整額を燃料価格の変動に
応じて加算あるいは差し引いて計算します。

• なお、燃料費等調整単価は毎⽉変動し、再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦単価※は
毎年変動します。
※毎年、経済産業⼤⾂が全国⼀律の単価を定め、公表しております。

【電気料⾦の算定式（低圧料⾦）】

電気
料⾦

＝

基本料⾦

＋

電⼒量料⾦

電⼒量料⾦単価
×

１カ⽉の使⽤電⼒量

燃料費等調整単価
×

１カ⽉の使⽤電⼒量
±

再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦

再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦単価
×

１カ⽉の使⽤電⼒量＋

• 電気料⾦には、当社が北海道電⼒ネットワーク（株）の送配電設備を利⽤する際に発⽣する託送料⾦相当額が含まれます。
• 燃料費等調整単価＝燃料費調整単価+離島ユニバーサルサービス調整単価

託送料⾦相当額託送料⾦
相当額

■（参考）ご家庭向け電気料⾦の算定式

契約電流
(ｱﾝﾍﾟｱ)
または

契約電⼒
(ｷﾛﾜｯﾄ)

により決定
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消費税等
相当額 消費税等相当額



3,000

4,000

5,000
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9,000

10,000

11,000

北海道 北海道 東北 東京 中部 北陸 関⻄ 中国 四国 九州 沖縄
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■（参考）ご家庭向け電気料⾦（電⼒各社）
• 全国の電⼒各社（みなし⼩売電気事業者）が公表しているご家庭向け電気料⾦
（モデル試算）は次のとおりです。

（円/⽉）

• ［算定モデル］従量電灯、契約電流30A、使⽤電⼒量は各社公表値によります。
• 当社現在の料⾦、当社値下げ後料⾦および各社料⾦には、消費税等相当額、再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦を含みます。
• 当社現在の料⾦および各社料⾦には、2025年11⽉分の電気料⾦に適⽤する燃料費等調整額を含みます。
• 当社料⾦は、2025年10⽉1⽇からの託送料⾦⾒直しに伴う電気料⾦の⾒直し内容（影響額︓+124円/⽉）を反映しています。

現在の料⾦
9,335

値下げ後料⾦
8,300程度

(230kWh) (260kWh) (260kWh) (260kWh) (230kWh) (260kWh) (260kWh) (260kWh) (250kWh) (260kWh)(230kWh)

※電⼒各社が公表するモデル（230kWh〜260kWh）は、各地域の気候や
⽣活環境の違い等により電⼒の使⽤状況が異なるため、地域差があります。

0
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■お問い合わせ先
• 電気料⾦の値下げに関する専⽤フリーダイヤルを各⽀社に設置し、お客さまからの
ご質問を承ります。

電話番号（専⽤フリーダイヤル）お問い合わせ先
０１２０－３６－２０７１道北統括⽀社
０１２０－３６－２０７２北⾒⽀社
０１２０－３６－２０７３道央統括⽀社
０１２０－３６－２０７４道東統括⽀社
０１２０－３６－２０７５釧路⽀社
０１２０－３６－２０７６道央南統括⽀社
０１２０－３６－２０７７室蘭⽀社
０１２０－３６－２０７８道南統括⽀社

受付時間 平⽇9︓00〜17︓00 【⼟⽇祝⽇・年末年始（12⽉29⽇〜1⽉3⽇）・5⽉1⽇を除く】


